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マルチレベル分析を用いた犯罪抑止対策の効果検証 

 

島田貴仁 1，菊池城治 2，雨宮護 3，齊藤知範 1 
1 科学警察研究所犯罪予防研究室，2カリフォルニア州立大学フレスノ校 3 東京大学空間情報科学研究センター 

連絡先: <takajin@nrips.go.jp> 

 

(1) 動機： 近年，繁華街での街頭防犯カメラの設置や，

自治会単位での青色防犯パトロールの実施など，

空間的に限られた対象への犯罪抑止対策（場所に

基づく犯罪予防）が盛んになっている．これらの犯

罪抑止対策の効果についてのエビデンスを得るた

めには，対策実施地区（実験地区）と，対策を実施

しない地区（対照地区）とを選定し，各地区での設

置前後の指標の変化を比較する，といった実験的

手法が推奨されている．また，実験地区の周辺（緩

衝地区）で，犯罪が増加したか（空間転移），減少

したか（利益の拡散）の簡便な指標として，加重転

移指数（Weighted Displacement Quotient, WDQ）

が提案されている．ところが，これらの方法は，①地

区内での差異は扱えない，②時間的な変化も扱え

ない，③統計的な有意性検定は不可能，といった

問題がある． 

(2) アプローチ： マルチレベル分析は，学級―生徒，

地域―世帯，個人・場所―測定値などネスト（入れ

子）したデータを分析するための多変量解析手法

である．マルチレベル分析は，学級の雰囲気が個

人の学業成績に及ぼす影響や，地域特性が世帯

の侵入犯罪被害に及ぼす影響といった横断的な

分析だけではなく，個人の成績の変化や，地区ご

との犯罪発生件数の変化など，縦断的な分析も可

能である．本発表では，縦断的分析としてのマルチ

レベル分析を，犯罪抑止対策の効果測定に用いる

ことを提案する． 

(3) 方法：街頭防犯カメラ約 50 台が設置された繁華街

を分析対象とした．82 町丁目×24 か月（延べ 1968
時点）の犯罪認知件数の変化をモデリングした．測

定時点（レベル 1）の説明変数として，当該月の日

数，長期トレンド，季節性，設置効果，リバウンド効

果を投入した．町丁目（レベル 2）の説明変数として，

当該地区での街頭防犯カメラの密度，設置地区へ

の近接性を投入した． 

(4) 結果：各罪種を通じて，カメラ密度が高い地区ほど

設置直後の減少幅は大きかった．また，緩衝地区で

は，街頭防犯カメラ設置地区からの距離が近いほど，

空間転移/利益の拡散の程度が大きかった．また，

街頭防犯カメラが車両関連犯罪にもたらす利益の

拡散効果は，設置後 12 か月を通して永続的に続い

ていた． 

(5) 意義： 

・ 街頭防犯カメラ設置場所や，パトロールでの見回

り先といった個別の場所ごとに，犯罪や秩序違反

行為の変化をモデリングできるため，対策実施場

所の選定に役立てることができる． 

・ 対策直後の増減と，効果の持続性を分けて検出

可能なため，犯罪抑止対策の長期的な評価や，

再実施の時期を見極めることができる． 

・ 対策実施地区からの距離や，線路や高速道路な

ど潜在的犯罪者の認知地図上の空間要素に着

目することで，空間転移を防止し，利益の拡散を

増進することができる． 

 

 
図１．分析対象地区．赤は防犯カメラが設置された実験地区（色

の濃さは設置密度），緑・青は犯罪の空間転移や利益の拡散が予想

される緩衝地区（色の濃さは設置地区からの距離），グレーは防犯

カメラが未設置の対照地区を示す． 

 
図２．マルチレベル分析による犯罪情勢

の変化のモデリング．設置直後の増減と，

その後のリバウンド効果を同時に検討でき

ることがメリットである． 


